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  とちぎ地域・自治研究所第１９回定期総会の書面議決は､

過半数の賛成により原案どおり承認されました。 

ご協力ありがとうございました。 
 
 第 1８期とちぎ自治講座：地方議員研修会  

「地域公共交通のこれからを考える」を開催 

７月 18日(土)宇都宮市文化会館で、とち

ぎ自治講座:地方議員研修会「地域公共交通

のこれからを考える」を開催しました。 

 講師の渡辺繁博埼玉自治体問題研究所事

務局長は、交通権(移動権)は生活権の一部

として保障されるべきで、営利優先の市場

原理・規制緩和では地域交通は崩壊すると

指摘。長野県木曽町の取り組みなどを紹介

しながら、地域公共交通の整備はまちづく

りのあらゆる分野に共通したインフラであ

り健康長寿の地域づくりの基礎となるもの

で、自治体の総合政策として不可欠である

と強調。そして、交通基本法などで整備さ

れた仕組みを活用し、交通事業者や住民が

加わってより良い地域交通をつくっていく

こと、その中で二元代表制のもとでの議

会・議員の役割発揮が求められているとし

ました。 

 市町議員など 20名の参加者からは、タイ

ムリーな企画で良かったなどの感想が寄せ

られました。 

○ 新型コロナと地域医療 太田 正 ２ 
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新 型 コ ロ ナ と 地 域 医 療 
 ～国民の生存権保障の観点から～ 

太 田 正（とちぎ地域・自治研究所理事長） 

 

１ 新型コロナウイルスに関する事実と欺瞞 

〇 新型コロナウイルスに関する事実（証拠があり、正しい可能性が高い情報） 

【病態】 

・国、地域により致死率異なる 

・感染後、症状が出るまでの潜伏期間は１から 17 日とばらつきがある（平均は５～

６日程度） 

・感染しても30～50％では症状が出ない(無症候の割合はもっと高い可能性もある） 

・感染してもＰＣＲ検査で陰性となる場合がある 

・発症しても多くの場合は発熱や咳などの軽症 

・味覚・嗅覚異常が主症状のことがある。 

・高齢者や持病を持つ患者を中心に一部の患者では肺炎等で重症化、致死率も高い 

【感染】 

・一人が何人に感染させるか（再生産数）に関して、何も対策がなく誰も免疫を持っ

ていない時の基本再生産数は２以上、しかし、公衆衛生上の対策により有効再生産

数は１未満にすることが出来る。 

・咳等の飛沫とドアノブ等を介しての接触で感染する。 

・集団感染（クラスター）が世界各地で報告されている。 

・クラスター以外（家庭内など）でも感染する。 

・症状がなくとも、他の人に感染させる場合がある。 

【対策】 

・手洗いやマスクしていても感染することがある。 

・ワクチンはまだ開発されていない 

・レムデシビルが日米で治療薬として承認。アビガンは承認される見込み 

        

「山中伸弥伸による新型コロナウイルス情報発信」 

７月 19日の栃木革新懇総会での太田理事長の記念講演資料からの抜粋です。 

※グラフ等不鮮明な個所は元データーのＨＰを参照ください。 
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○ 新型コロナウィルスの感染状況の推移 

・７月に入って感染者数再び急増、栃木県は 22位(7月 15日現在) 

＜全国・東京都ほか＞ 

 

＜栃木県＞ 
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〇 新型コロナウイルス感染のクラスターとエピセンター 

・無症状者が増え、時間をかけると持続化するエピセンター(震源地)が形成される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エピセンター 
（震源地） 
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〇 新型コロナをめぐる政府（都）の対応 

〇 ＰＣＲ検査の全国実施件数の推移 

・安倍首相２万件実施を表明するも達せず。 

〇 ＰＣＲ検査実施件数の国際比較 

・日本はＯＥＣＤ３５ケ国中３４位と極めて少ない。 
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２ 国民の生存権に基づく公衆衛生と医療のあるべき関係と対応 

〇 公衆衛生と医療の関係 

〇 生存権に基づく公衆衛生と医療の保障 

３ 医療崩壊の潜在的危機と地域医療の現状 

〇 貧困・格差は新型コロナを助長させる 

・イギリスの貧困地域では新型コロナ死者数がより高い 
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〇 新型コロナ感染者ピーク時の予測患者数と病床数（栃木県） 

 ・ピーク時の予想重症患者数に比して少ないＩＣＵ 

 

 〇 二重の要因による医療崩壊の危機 

 

〇 経営危機による医療崩壊の可能性 
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〇 医療従事者に対する処遇の変化 

・小川洋輔「開業医 91.3％収益減、勤務医 34.9％収入減、1266人調査」 

■（開業医）職員Ⅰ人当たりの６月の給与は前年同月と比べてどのように変化しましたか。(n=439) 

⇒ 50％以上減:2.5％、40〜49％減:4.6％、30〜39％減:8.0％、20〜29％減:12.3％ 

■（開業医）職員1人当たりの夏季賞与は前年同月と比べてどのように変化しましたか。(n=439) 

⇒ 50％以上減:5.0％、40〜49％減:1.8％、30〜39％減:4.1％、20〜29％減:7.73％ 

■（勤務医）常勤勤務先での2020年6月の給与は前年同月と比べてどのように変化しましたか。（n=816） 

⇒ 50％以上減:2.0％、40〜49％減:4.3％、30〜39％減:0.9％、20〜29％減:8.0％ 

 

〇 果たして地域医療は大丈夫なのか 

・日本のＩＣＵ病床数は諸外国と比べて極めて少ない。 

・地方行革により保健所の数は半減。保健所の業務過多、疲弊 

 

 

設置主体別保健所数の推移 
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〇 栃木の地域医療は大丈夫なのか（現状） 

 ・栃木県の人口１万人当たり病床数全国比で少なく、2004⇒2018の減少率大きい。 

 ・医師数、専門医数は県南二次医療圏に偏在。 

 総病床数の推移      

  

医師数の推移 
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〇 医療費抑制政策の全体像 

〇 社会保障関係費抑制の実績：社会保障関係費の実質的な増加を制度改正により高齢化

による増加分に相当する伸びにおさめる。 

 ・平成 27年度:1700億円減（介護報酬の改定、協会けんぽ国庫補助の見直し） 

・平成 28年度:1700億円減（薬価改定等、協会けんぽ国庫補助の見直し） 

・平成 29年度:1400億円減（ｵﾌﾞｼﾞｰﾎﾞ薬価引下げ、後期高齢者医療保険料軽減見直等） 

・平成 30年度:1300億円減（薬価制度の抜本改革） 

・平成 31年度:1200億円減（介護納付金の総額報酬の拡大、薬価改定等） 

〇 地域医療構想に基づく必要病床数（２０２５年） 

 ・2025年 121.8万床の見込みを 119.1万床に削減 



 

１１ 

 

〇 リストラ指名４２４（４４０）病院リスト問題の背景 

 

〇 ２０２５年の医療需要と必要病床数、在宅医療の必要量（栃木県） 

 ・栃木県地域医療構想では、2014年の病床数 17,497床に対して 2025年の必要数病床

を 15,458床としている。 
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４ 「Withコロナ」と新常態（New Normal）をめぐって 

 〇 新しい生活様式と新常態（New Normal）をめぐって 

  ・「マスク・手洗い・消毒」、「３蜜」対策は、コロナ収束までの個別一時的なもの 

  ・しかし、「テレワーク・オンライン化」による社会のデジタル化の加速は、政府・

経済界の成長戦略 Sosiety5.0 やスーパーシティ構想の推進に沿って社会経済構造

の転換をめざすもの。転換すべきは新自由主義政策によって脆弱となった公衆衛生

や医療体制の整備である。 

 

 

 

 


